業務委託基本契約書　例
（請負契約
）

株式会杜○○○○○(以下「甲」という)と、傭車運転手○
○○○○(以下「乙」という)とは、甲の配送業務を甲が乙に委託することに関して必要となる事項を定め、ここに以下のとおり基本契約(以下「本契約」という)を締結する。
第1条(目的)
1．本契約は業務委託に関する甲乙間の基本契約とし、本契約の有効期間中、甲乙間においてその都度締結する個別契約に適用する。

2．本契約に定める条項は、甲乙間において締結される個別契約に共通に適用されるものとする。ただし、個別契約内容が本契約と異なるときは、本契約記載の条項が優先的に適用されるものとする
。
第2条(委託業務の要領)
甲が乙に対して個別の事務
(業務)処理を委託するにあたっては、案件ごとにその都度、甲乙間で内容等を定めた個別契約を締結することによって行う。よって乙は個々の業務について諾否の自由を有し
、その都度内容・条件等を勘案して受託の決定を行うものとする。
第3条(委託業務の内容)

本契約に基づく委託業務の内容は、○○○およびこれらに付随する業務（以下本件業務という）とし、具体的には、前条の個別契約書にて個々に定めることとする。

第4条(個別契約の期間)

個別契約の契約期間はその都度個別契約にて定めるものとする。

第5条(第三者委託の事前承認
)

乙は、甲から委託された業務を、自らの責任・管理のもと第三者に業務の一部または全部を行わせることができる。但し、甲に対し書面により事前の承認を得なければならない。

第6条(委託業務の遂行方法
)

委託業務の遂行にあたって、本件業務の性質上最低限必要な指示以外は、業務遂行方法、事務量の配分、補助者の使用等乙の裁量に属し、乙自らその責任において決定することができる。
第7条(業務遂行時間)
個別契約において定める業務の実施について、時間等の指定がある場合を除き、乙はその裁量によりその日時、時間を自由に決定できるものとする。ただし、施設管理上または安全配慮の必要性といった観点から、基準時間を個別契約で定めた場合は、乙はその範囲内で裁量を行使するよう努めるものとする。
第8条(業務委託の料金
)
業務委託料金の算定方式、支払方式および支払時期等については、個別の業務委託のつど、甲乙協議のうえ定める。乙
は他の事業所等からの報酬やその他の所得とを合算し、自ら確定申告をするようにしなければならない。
第9条(業務委託に付随する経費等
)

1．乙が委託業務を実施するために必要な資料・情報等(以下「資料等」という)および車両・機械・器具・資材(以下「車両等」という)、ならびに旅費・その他の経費(以下「経費等」という)は、甲が貸与または支給する場合を除き、原則乙自らが調達し、維持、負担するものとする。
2．乙は、乙が委託業務の遂行上、特別に必要であると判断した資料等については、甲にその提供を甲に求めることができる。

3．乙は、前項の規定により提供された資料等について、厳重に保管・管理するものとする。

4．乙は、第2項の規定により提供された資料等について、委託業務の履行上不要となった場合、および契約解除・終了した場合、または甲より請求があった場合には、ただちに甲に返却する。1

5．乙は、第2項の規定により提供された資料等を、委託業務以外に使用してはならない。

6．乙は、第2項の規定により提供された資料等につき、その貸与または使用に関わる費用として、乙は甲に対して別に定めるとおり支払うこととする。

7．車両等および経費等については、別段の定めもしくは取り決めがない限り、乙が自ら調達し、維持、負担するものとする。
第10条(委託業務の変更)

1．甲は、乙の承諾のもとに、委託業務の内容を変更することができる。

2．前項の場合において業務委託料およびその支払方法の変更をするときは、甲乙協議の上、双方調印した書面によってその金額・支払時期等を定める。

第11条(納入
)
乙は、注文書記載の納入物件を、個別契約書記載の納入期限までに、個別契約書に指定する納入場所に納入しなければならない。

第12条(納入の遅延)
乙は、納入期限までに納入物件が納入できないと判明した場合、直ちにその旨を甲に申し出て、甲の指示に従わなければならない。また乙は、甲の瑕疵に起因する事由または天災等のやむをえない事由によるものを除き、納入の遅延により甲に生じた損害および甲が信頼回復に要した費用を補償するものとする。

第13条(報告義務および成果物の検査)
1．乙は、甲の請求があるときは、随時委託業務の処理状況を報告するものとする。また、業務実施に重大な支障を及ぼす事態が生じたときは、乙は直ちにその内容を甲に報告し、甲と協議の上対策を実施することとする。

2．乙は、検収期日および本契約に基づく委託業務を完了した場合は、その都度遅滞なくその成果物(完了した業務を示す)を甲に報告提示し、甲の検査を受けるものとする
。

3．甲は前項の検査をすみやかに実施し、合格と認められたときはその旨を乙に通知し、これをもって当該検収または業務の完了とする。

4．第2項および第3項に定める検査実施者は、個別契約において定めるものとする。
第14条(権利譲渡の禁止
)
甲および乙は、互いに、書面による承諾なくして本契約および本契約に関連して発生する権利を第三者に譲渡し、または担保の目的にしてはならない。

第15条（自己責任原則）

乙は事業者としての自覚において、その税務、災害補償、保険その他の法的責任を自らの

管理において行うものとする。

第16条（商号の表示）

乙が商号を保持している場合で、本件業務を遂行するにあたって甲の業務発注者にその身
分を表明するときは、甲から委託された事業者であることを明瞭にするものとする
。

第17条(秘密の保持)
1．乙は、本契約および個別契約に基づく業務に関し遂行上知り得た機密をほかに漏洩してはならない。また、機密漏洩の可能性を事前に排除するよう十分な注意をしなければならない。
2．乙は、本契約および個別契約終了後といえども、前項の機密を漏洩してはならない。
第18条(損害賠償)

1．乙が故意または過失に
より、あるいは本契約に違反し、甲または甲への業務発注者に損害(第三者に対する損害を含む)を与えた場合、甲は、乙に対してその全部または一部について、損害賠償をさせることができる。

2．前項の損害が生じた場合で、甲が、甲への業務発注者または第三者に対して損害を補償した場合、甲は乙に対してその損害および解決のために要した費用を求償することができる
。
3．甲が、業務の委託にあたり、安全配慮その他の債務の不履行または不法行為により乙に損害を与えた場合は、甲はその損害を過失割合に応じた賠償の責を負うこととする
。
第19条(業務上の傷病)

乙が委託業務の実施に起因する傷病を負った場合、乙は自己の加入する国民健康保険もしくは乙自身で加入する傷害保険等を適用するものとする
。
第20条(業務規律)
乙は、甲または甲への業務発注者の信用・名誉を害することのないように、規律ある行動をとるようにしなければならない。また、甲または甲への業務発注者の施設利用を行う際には、当該施設でのルールを遵守するよう配慮するものとする
。
第21条(兼業
)
乙は、本契約により他社との取引または兼業することにつき、制限を受けるものではない。ただし、甲および甲への業務発注者の利益に反する業務もしくは競合する業務に就く場合は、事前に甲の承認を得るなどの協議を図ることとする。

第22条(契約期間)

本契約の有効期間は、この契約締結の日より１年間とする。ただし、期間満了の3ヶ月前までに甲乙いずれかより書面による本契約終了の意思表示のないかぎり、本契約はさらに1年間延長され、それ以降も同様とする。
第23条(契約の解除および期限の利益の喪失)
1．次の各号の一に該当するときは、甲は本契約または個別契約を契約期間の途中に解除することができる。

1)乙が契約条項に違反したとき

2)乙が契約の履行に関し、不正の行為、債務の不履行があったとき
3)監督官庁より営業取り消し・停止等の処分を受けたとき

4)不渡り、差押、仮差押、仮処分、強制執行などを受け、または破産の宣告、商法上の整理、特別清算、和議申立、民事再生・会社更生手続の開始などの申し立てがあったとき
5)災害、労働争議その他により、本契約または個別契約の履行を困難にする事由が発生したとき

6)その他乙の事業経営が不振となり、信用を著しく失ったと認められる事由があるとき
7)甲乙双方で合意したとき

8)その他前各号に準ずる事由があるとき.
2．乙に第1項の各号の一に該当する事由が生じた場合、乙は期限の利益を失い
、甲に対し、直ちにその債務全額を現金にて弁済し、また貸与されたものがある場合は、直ちに返還しなければならない。

3．次の各号の一に該当するときは、甲は個別契約を契約期間の途中に解除することができる。
1)納品・納入された成果物、目的物に瑕疵がある、または不完全・不十分であると甲または検収実施者が認める場合。またこの場合、報酬の支払は行なわないかまたは報酬の一部のみの支払いとする。
2)甲の都合により解除する場合で、乙に対して○○円の委託解除料を支払ったとき
4．次の各号の一に該当するときは、乙は個別契約を契約期間の途中に解除することができる。
1)乙の都合により解除する場合で、甲に対して、甲が算定した個別委託契約の解除により生じる損害および経費を賠償したとき

第24条(瑕疵担保責任)
1．乙は、仕事の目的物に瑕疵があるときには、納入・検収完了後１年間はその瑕疵の修補、代金減額または代金返金、損害賠償の義務を負う。

2．前項に定める期間経過後においても、乙の責めに帰すべき事由による重大な瑕疵が発生・発見された場合は、乙は前項に準じた措置を行うものとする。

第25条(直接取引の制限)

乙は、本契約期間中、直接、甲の顧客との取引および契約を、甲の承諾を得ないで行なうことやこれらを約する行為をしてはならない。また、本契約の終了、解約または満了後においても、向こう1年間は同様とする。これに反した場合は、乙は契約違反に対する違約金として、金○○円を甲に支払うこととする
。
第26条(協議)
本契約書および個別契約書に定めのない事項、または本契約および個別契約の履行にあたり疑義を生じた事項は、甲乙協議の上円満に解決をはかるものとする。

本契約を締結したことを証するため本書2通を作成し、甲、乙記名捺印の上、各自1通を保有する。また同時に、甲乙両者間は委託(委任に準ずる)関係にあり、雇用関係がないことも双方確認する
。
平成　　年　月　日
(甲) 
代表取締役　　　　　　△△△△△㊞

(乙)

　　　　　　　　　　　　　　　　　
○○○○○㊞

�契約の種類を明確にする上でこのように記載すべき


�独自の商号を認められれば、事業性が強まる。


�1通常は、個別契約」が優先すると定めることが多いです。ただ、個別契約内容が労働契約的なものとなった場合が問題なので、例ではあえてこのように規定しています。


�「事務」は事務作業を意味するのではなく、民法上の事務で仕事の意味。


�1労働者性を排除する上で、もっとも重要なポイントの一つ。


�通常、第3者委託を制限する規定にしますが、労働者性を排除する上では、制限がないことが重要です。


�労働時間、指揮命令、場所に関しても拘束性が強ければ労働者性「強」となるため、裁量の幅を大きくすることが重要です。第7条も同じ。


�報酬に関しては、成果に対する出来高性にし、生活保障的報酬や時間性または時間控除などをしないことです。


�乙が自ら計算して請求書を出すのが望ましい。


�機材の負担関係は労働者性の判断を補強する要素となります。委託者のものを使用する場合には、別に賃貸借契約にするなどの双務契約にして、労働者性を弱める必要があります。


�請負契約は仕事の完成に対して報酬を支払う契約なので、完成物の納入、期限について明記する。


�常に使用者の指揮命令下にない立場なので、その都度必要に応じて検査を受ける必要性があるといえます。


�1権利.義務の譲渡を自由にしてしまうと、だれが真の権利者・義務者か分からなくなるため、債権回収が難しくなる。


�特に影響がなければ、独自商号を認めることは事業者性をたかめる。


�重過失とすると、損害賠償を求めることが困難になるので、単なる過失に留めておく。


�本来補償すべきでない部分も含めて第三者と甲が示談しても、それを乙に求償できる。(実際にこのようにいくのは難しいが)…


�甲が負うのは甲の過失割合に応じた部分のみとしておく。


�1�労働者でないため労災の適用はない。


�服務規律(就業規則)が適用されることとすれば、労働者性を強める要素となるため、適用は受けず、一般常識的な配慮程度にとどめておく。


�専属性がないことは、労働者性を弱める判断を補強する。


�債務者が何月何日までに支払うという期限を定めた場合、その期限までは支払いしなくていいが、信用関係がなくなったときは、この期限の利益はなくなる。


�賠償額を予定しておけば、損害の発生、損害額の立証が必要なくなる。


�雇用関係でないことを確認して明記しましょう。
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